
特別徴収関係書類綴り町民税・県民税
森 林 環 境 税

令和７年度

内灘町総務部税務課
〒 920－0292

特別徴収義務者  様

　平素より、内灘町の税務行政の推進にご理解・ご協力をいただき厚くお礼申し上げます。
　さて、令和 7年度の町民税・県民税・森林環境税特別徴収税額を別紙税額通知書のとおり決定いたしましたので、
この「つづり」をご参照のうえ、より一層のご協力を賜りますようお願いいたします。
　また、この通知書に記載されている中で、退職、転勤等で在職していない納税義務者がいる場合は、速やかに
「給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書」をご提出くださるようお願いいたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和 7年 5月 内灘町長



１　町民税・県民税・森林環境税 特別徴収税額の決定・変更通知書（別添）

　※令和 6 年度から、給与支払報告書をeLTAXで提出し、特別徴収税額通知受取情報の特別徴収義務者用・納税義務者用欄を
　　「電子データをeLTAXで受け取る」と選択した場合は、紙での通知書はお送りしておりません。

　　（特別徴収義務者用） …特別徴収義務者（事業所）で保管してください。
　　（納税義務者用）  …圧着された状態のまま切り離して納税義務者（従業員）に配布してください。
 　個人情報保護の観点から三つ折り圧着しています。開かずに本人にお渡しください。

２　特別徴収に係る町民税・県民税・森林環境税 納入書（別添）
　…納入の際に使用してください。なお、給与支払報告書（総括表）等で納入書不要と届出されている場合及び、前年度に
　　地方税共通納税システムを利用して納入されている場合は同封しておりません。

３　ゆうちょ銀行（郵便局）指定通知書（綴込）
　…特別徴収税額の納入にゆうちょ銀行（郵便局）を利用される場合は、本書〈８〉ページを、そのゆうちょ銀行（郵便局）に提出してください。
　　（初回のみ。継続して利用の場合は不要）

４　給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書（綴込）
　…納税義務者（従業員）の方が退職・休職・転勤等された場合に、内灘町税務課へ提出してください。

５　特別徴収切替届出（依頼）書（綴込）
　…納税義務者（従業員）の就職等により特別徴収に切り替える場合に、内灘町税務課へ提出してください。

６　特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書（綴込）
　…特別徴収義務者（事業所）の所在地・名称に変更がある場合に、内灘町税務課へ提出してください。

　※４～６は本書にそれぞれ１枚ずつ綴じ込みしてあります。必要に応じてコピーしてご使用ください。
　　または、内灘町ホームページからもダウンロードできます。（ https://www.town.uchinada.lg.jp ）
〈ダウンロード方法〉
　内灘町ホームページのキーワード検索欄に「特別徴収」と入力、又はページＩＤ検索欄に「1875」と入力し、検索してください。
　「町民税・県民税・森林環境税特別徴収関係様式」ページからダウンロードいただけます。

（１）

送付書類について



１．町民税・県民税・森林環境税の特別徴収とは

２．特別徴収義務者の指定

◎特別徴収について

（２）

◎特別徴収税額の納入について

　徴収した月割額については、eLTAXによる共通納税をご利用いただく
か、別添の納入書を使用して下記の金融機関で納付してください。

１．納期限
　月割額を徴収した月の翌月10日（土・日・祝日の場合は翌営業日）です。

２．納入場所

　　内灘町指定金融機関
 （株）北國銀行

　　内灘町収納代理金融機関等
 （株）北陸銀行  （株）福井銀行
 金沢信用金庫  のと共栄信用金庫
 興能信用金庫  北陸労働金庫
 石川かほく農業協同組合  （株）ゆうちょ銀行（郵便局）

　 ※ゆうちょ銀行（郵便局）を初めてご利用される場合は、本書（8）ページの
　    『指定通知書』をゆうちょ銀行（郵便局）に提出してください。

◎納期の特例について

　従業員が常時10人未満の事業所で、あらかじめ申請によって納期の特
例の承認を受けた場合に限り、徴収した税額を年 2 回の納期で納入する
ことができます。
　 ６月から11月までの分→（納期限）令和７年12月10日まで
　12月から ５月までの分→（納期限）令和８年  ６月10日まで
納期の特例についての申請等は、内灘町税務課（住民税担当）までお問い合わせく
ださい。内灘町ホームページでも詳細をご覧いただけます。

◎特別徴収税額の変更について

　特別徴収税額が変更されたときは、「町民税・県民税・森林環境税 特
別徴収税額変更通知書」をお送りしますので、変更された月割額を徴収
し、納入してください。

　給与所得者の町民税・県民税・森林環境税の納付の便宜をはかる
ため、給与の支払者（特別徴収義務者）が給与を支払う際に、市町村か
ら通知のあった税額を６月から翌年５月までの 12 回に分けて給与から
差し引きし、翌月10日までに市町村に納入することをいいます。
　前年中に給与所得があり、４月１日現在において引き続き給与の支払
いを受けている人に対しては、原則として特別徴収の方法により、町民
税・県民税・森林環境税を徴収することになっています。

　特別徴収の方法により、町民税・県民税・森林環境税を徴収される
こととなる給与所得者に対し、４月１日現在給与の支払いをしている所
得税の源泉徴収義務者を内灘町税条例第 45 条の規定により、特別徴
収義務者として指定します。

給与所得に係る特別徴収事務取扱要領

⑤　税額の納入（翌月10日まで）

④ 給与の支払の際に税額を徴収

給 与 所 得 者

特別徴収の方法による場合の納税のしくみ

（６月から翌年５月まで毎月の給与支払日）

（納税義務者）
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（３）

◎納期限までに税金を納めなかった場合の措置

１．延滞金の徴収
　納期限までに税金が完納されないときは、その翌日から税金完納の日
までの期間の日数に応じ税額（1,000 円未満の端数があるとき、又はその
全額が 2,000 円未満であるときは、その端数金額又は全額を切り捨てま
す。）に年14.6％（納期限の翌日から１か月を経過する日までの期間につい
ては、年7.3％）の割合（各年の租税特別措置法第 93 条第 2 項に規定す
る平均貸付割合に年1％の割合を加算した割合（以下「延滞金特例基準
割合」という。）が年7.3％の割合に満たない場合には、その年中において
は、年14.6％の割合にあってはその年における延滞金特例基準割合に年
1％の割合を加算した割合（当該加算した割合が年 7.3％の割合を超える
場合には、年7.3％の割合）とします。）を乗じて計算した金額の延滞金を
徴収します。この場合における年当たりの割合は、閏年の日を含む期間に
ついても、365日当たりの割合です。

２．督促状及び滞納処分
　納期限までに税金を納入されない場合には、督促状が発せられます。
　督促状の発行の日から起算して10日を経過した日までにこの税金が完納
されないときは、滞納処分を受けることになります。

◎森林環境税について
　令和６年度から国内に住所を有する個人に対して、町民税・県民税に併
せて国税の森林環境税が課税されています。（一人年間1,000円）

◎eLTAX（エルタックス）の利用について
　インターネットを利用して、特別徴収の電子納税や、給与支払報告書・給
与所得者異動届出書等の提出を行うことができます。
　詳しくは地方税共同機構のホームページ（https://www.eltax.lta.go.jp/）
をご覧ください。

◎退職、転勤等の異動の届出について

　給与所得者が、退職・転勤・その他の事由により給与の支払いを受け
ないこととなった場合は、「給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異
動届出書」を作成し、異動のあった日の翌月10日までに内灘町税務課へ
提出してください。
　異動届の提出が遅れますと、退職・転勤された給与所得者が一度に多
額の税額を納めなければならなくなりますので、期限までに必ず提出くだ
さるようお願いいたします。

１．退職の場合
　６月１日から12月31日までの間に退職した場合、本人からの申出があれ
ば、最後に支払われる給与又は退職手当等から未徴収税額を一括徴収する
ことができます。
　１月１日から４月30日までの間に退職した場合、最後に支払われる給与又
は退職手当等の合計額が未徴収税額に満たない場合を除き、未徴収税額
を一括徴収することが義務付けられています。

２．転勤の場合
　転勤の場合は、給与所得者の年税額、徴収済税額、未徴収税額、転勤
前後の新・旧特別徴収義務者（勤務先）の名称及び所在地等必要事項を
記載のうえ提出してください。この場合、新特別徴収義務者（新勤務先）
へは、次回からの月割額等を必ずご連絡してください。

３．海外に転勤、帰国の場合
　海外に転勤、帰国の場合は、一括徴収するか、納税管理人の選定が必
要です。外国人の方が帰国される場合は、できるだけ一括徴収をお願いし
ます。
　納税管理人の選定の詳細は内灘町税務課までお問い合わせください。

４．新規採用の場合
　「特別徴収切替届出（依頼）書」を提出してください。



（４）

　退職手当等は他の所得と区分して、支払われる月に町民税・県民税額
を算出し退職手当等から徴収し、翌月 10 日までに別添の町民税・県民
税納入書（納入書の記載にあたっては、必ず納入金額欄の退職所得分の
欄に税額を記載するほか、裏面の納入申告書に所要事項を記入してくださ
い。）により金融機関等に納入してください。
　なお、分離課税に係る所得割の納入先は退職手当等を受けるべき日
（通常は退職した日）の属する年の１月１日現在における住所の所在する市
町村です。

退職所得の分離課税に係る特別徴収事務取扱要領 個人番号等の取扱いについて

◎退職所得に係る町民税・県民税の計算
　退職所得の金額は次のように計算します。（1,000円未満の端数切捨）

20年を超える場合
20年以下の場合

（１年未満の端数切上）

800万円＋70万円×（勤続年数－20年）
40万円×勤続年数（最低80万円）

勤続年数 退職所得控除額

退職所得の金額 町民税 県民税
町民税額 県民税額

税 率

× ＝
特別徴収すべき税額

以内の役員等

勤続年数
以内の役員等
以外の方 

ア．収入金額から退職所得控除額を控除した後の金額が300万円以下の場合
退職所得の金額＝（収入金額－退職所得控除額）×１／ 2

イ．収入金額から退職所得控除額を控除した後の金額が300万円を超える場合
退職所得の金額＝150万円＋ 収入金額－（300万円＋退職所得控除額）

上記以外の方 退職所得の金額＝（収入金額－退職所得控除額）×１／ 2

退職所得の金額＝収入金額－退職所得控除額

※障害者になったことが直接の原因で退職した場合は、上記の方法により計算した控除額に100万円を加算します。

（注）特別徴収すべき税額（町民税額、県民税額）に、100円未満の端数がある場合は、
それぞれ100円未満の端数を切り捨てます

１．個人番号及び法人番号の記載について
地方税法施行規則の一部改正により、平成 30 年度分から、書面により
送付する特別徴収税額通知書（特別徴収義務者用）には、当分の間、個
人番号（個人事業主含む）及び法人番号の記載を行わないこととなりま
した。なお、ｅＬＴＡＸなど電子的な方法で送付する場合は、個人番号
及び法人番号が記載されますのでご留意ください。

２．個人番号の利用目的について
　個人情報の保護に関する法律の規定に基づき、個人情報取扱事業
者は、特定個人情報を取り扱うに当たっては、その利用目的をできる限
り特定し、かつそれを本人に通知又は公表しなければならず、また、当
該事業者が特定した利用目的の達成に必要な範囲を超えて、特定個人
情報を取り扱うことはできないこととされています。
　したがって、｢特別徴収税額決定通知書（特別徴収義務者用）」によ
り提供を受けた個人番号の利用に当たっては、例えば、その利用目的を
｢給与支払報告書作成事務」や「源泉徴収票作成事務」等、番号法に基
づく関係事務の範囲で特定し、かつそれを本人に通知又は公表してい
ることが必要であるとともに、その利用目的の達成に必要な範囲に限っ
て利用する必要があります。



（５）

　当町は、特別徴収に係る個人の町民税・県民税・森林環境税の納入
書（納入済通知書及び領収証書を含む。）の様式としてＯＣＲ処理用の統
一様式を使用しています。

〈注意事項〉
１．OCR処理の都合上、極力当町の納入書をご使用ください。

２．納付書は６月分から翌年５月分までの 12 か月分と予備分２枚の計 14
枚を綴ってあります。

３．12か月分の納入書には、納入すべき金額が「納入金額（１）」欄に印字
されています。税額変更があった場合の取り扱いについては、本書（6）
ページの〈記入例〉の２をご参照ください。

４．退職所得に係る町民税・県民税については、一括徴収の場合と同様、
その月の他の納税者に係る特別徴収税額と共に納入してください。こ
の場合本書（6）ページの〈記入例〉の２をご参照ください。

 なお、「納入申告書」は、納入済通知書の裏面にあります。

５．「納入済通知書」は直接機械に読み込ませますので、汚したり、折り曲
げたりしないで大切に取り扱ってください。

６．使用する納入書の各月分を間違えないよう、ご確認ください。

納付書の記入・取扱いについて

００７４０－５－９６００８２
市区町村コード

納入金額 （１） 円

納

入

金

額

（２）
納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

個人県民税
森林環境税

指 定 番 号年 分月

 納入すべき金額が右の納入金額
 の欄の金額と異なるときは、納（１）
入金額 の欄を横線で抹消し、納（１）
入金額 の欄に記入してください。（２）

領
収
日
付
印

取 り ま と め 局

口 座 番 号 加 入 者 名

（ ）

納

石川県
個人町民税

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

， ，

， ，

， ，

， ，

又は

〒

名 称

（特別徴収義務者）
住 所
又は
所在地
氏 名

上記のとおり通知します。

１ ７ ３ ６ ５ ７

金沢貯金事務センター
（〒９２０－８７９４）

※￥記号は記入しないでください。

納入済通知書◯公

（内 町保管）

内 町

内 町会計管理者

令和

令和  年  月  日

各欄に印字されている数字の意味は上記のとおりです。

年 月

”０００”
チェック
デジット納入金額

（１０桁）

整理番号
（９桁）

税目コード

IDコード

株式会社 ○○○○

－○○○○

内 町○○丁目○

西暦

は
合
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（２）

7 10

”０００”

標準字体

（正）３４５ （誤）￥３４５

納入済通知書の「納入金額（２）」の欄に記入していただく字体は、
次の標準字体にならって記入してください。
この場合、納入金額の頭に￥記号は記入しないでください。

金額記入例

7



（６）

２ 納入すべき金額が「納入金額（１）」の欄の金額と異なる場合（税額変更等があった場合）

〈記 入 例〉

7 7 10 7 10 7 10

77

例）納入すべき金額が58,200円で、「納入
　  金額（１）」の欄の金額が58,200円で
　  あるときは、納入書をそのままご使用
　  ください。
　  何も記入する必要はありません。

領 収 証 書
市区町村コード

納入金額 （１） 円

納

入

金

額

（２）
納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

指 定 番 号年 分月

 納入すべき金額が右の納入金額
 の欄の金額と異なるときは、納（１）
入金額 の欄を横線で抹消し、納（１）
入金額 の欄に記入してください。（２）

取 り ま と め 局

口 座 番 号 加 入 者 名

（ ）

納

石川県

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

， ，

， ，

， ，

， ，

又は

〒

名 称

（特別徴収義務者）
住 所
又は
所在地
氏 名

上記のとおり通知します。上記のとおり領収しました。 上記のとおり納入します。（納入者保管）

１ ７ ３ ６ ５ ７

様

金沢貯金事務センター
（〒９２０－８７９４）

※￥記号は記入しないでください。

様

市区町村コード

納入金額 （１）
円

又は
所在地

又は

〒

指 定 番 号

納

入

金

額

（２）

住 所

氏 名

名 称

（特別徴収義務者）

 納入すべき金額が右の
納入金額 の欄の金額と（１）
異なるときは、納入金額
 の欄を横線で抹消し、（１）
納入金額 の欄に記入し（２）
てください。

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

石川県 個人県民税
森林環境税
口 座 番 号 加 入 者 名

（

個人町民税
個人県民税
森林環境税

個人町民税
個人県民税
森林環境税

個人町民税

個人県民税
森林環境税

個人町民税
個人県民税
森林環境税

個人町民税
個人県民税
森林環境税

個人町民税

， ，

， ，

， ，

， ，）

１ ７ ３ ６ ５ ７

年 月分

市区町村コード

納入金額 （１）
円

又は
所在地

又は

〒

指 定 番 号

納

入

金

額

（２）

住 所

氏 名

名 称

（特別徴収義務者）

 納入すべき金額が右の
納入金額 の欄の金額と（１）
異なるときは、納入金額
 の欄を横線で抹消し、（１）
納入金額 の欄に記入し（２）
てください。

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

石川県
口 座 番 号 加 入 者 名

（

， ，

， ，

， ，

， ，）

１ ７ ３ ６ ５ ７

年 月分

◯公 納 入 書 ◯公 納入済通知書◯公

（内 町保管）

内 町

内 町会計管理者

内 町

内 町会計管理者

内 町

内 町会計管理者

株式会社 ○○○○
内 町○○丁目○

株式会社 ○○○○ 株式会社 ○○○○
内 町○○丁目○ 内 町○○丁目○

－○○○○ －○○○○ －○○○○

（金融機関保管）

令和

令和  年  月  日

令和

令和  年  月  日

令和

令和  年  月  日

１ 納入すべき金額が「納入金額（１）」の欄の金額と同じ場合

は
合
場
い
な
の
正
訂
の
額
金

 
（２）

印
付
日
収
領

印
付
日
収
領

印
付
日
収
領

００７４０－５－９６００８２ ００７４０－５－９６００８２ ００７４０－５－９６００８２

領 収 証 書
市区町村コード

納入金額 （１） 円

納

入

金

額

（２）
納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

指 定 番 号年 分月

 納入すべき金額が右の納入金額
 の欄の金額と異なるときは、納（１）
入金額 の欄を横線で抹消し、納（１）
入金額 の欄に記入してください。（２）

取 り ま と め 局

口 座 番 号 加 入 者 名

（ ）

納

石川県

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

， ，

， ，

， ，

， ，

又は

〒

名 称

（特別徴収義務者）
住 所
又は
所在地
氏 名

上記のとおり通知します。上記のとおり領収しました。 上記のとおり納入します。（納入者保管）

１ ７ ３ ６ ５ ７

様

金沢貯金事務センター
（〒９２０－８７９４）

※￥記号は記入しないでください。

様

市区町村コード

納入金額 （１）
円

又は
所在地

又は

〒

指 定 番 号

納

入

金

額

（２）

住 所

氏 名

名 称

（特別徴収義務者）

 納入すべき金額が右の
納入金額 の欄の金額と（１）
異なるときは、納入金額
 の欄を横線で抹消し、（１）
納入金額 の欄に記入し（２）
てください。

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

石川県
口 座 番 号 加 入 者 名

（

， ，

， ，

， ，

， ，）

１ ７ ３ ６ ５ ７

年 月分

市区町村コード

納入金額 （１）
円

又は
所在地

又は

〒

指 定 番 号

納

入

金

額

（２）

住 所

氏 名

名 称

（特別徴収義務者）

 納入すべき金額が右の
納入金額 の欄の金額と（１）
異なるときは、納入金額
 の欄を横線で抹消し、（１）
納入金額 の欄に記入し（２）
てください。

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

石川県
口 座 番 号 加 入 者 名

（

， ，

， ，

， ，

， ，）

１ ７ ３ ６ ５ ７

年 月分

◯公 納 入 書 ◯公 納入済通知書◯公

（内 町保管）

内 町

内 町会計管理者内 町会計管理者

内 町

内 町会計管理者

株式会社 ○○○○
内 内町○○丁目○

株式会社 ○○○○
町○○丁目○

株式会社 ○○○○
町○○丁目○内

－○○○○ －○○○○ －○○○○

（金融機関保管）

令和

令和  年  月  日

令和

令和  年  月  日

令和

令和  年  月  日

6 3 4 0 0

1 2 5 0 0 0

1 8 8 4 0 0

6 3 4 0 0

1 2 5 0 0 0

1 8 8 4 0 0

6 3 4 0 0

1 2 5 0 0 0

1 8 8 4 0 0

は
合
場
い
な
の
正
訂
の
額
金

 
（２）

印
付
日
収
領

印
付
日
収
領

印
付
日
収
領

内 町

7 10 7 10 7 10

77
7

００７４０－５－９６００８２ ００７４０－５－９６００８２ ００７４０－５－９６００８２

（受 付 印）

＊退職手当分がある場合（裏面）
県 民 税
町 民 税

退職手当等支払金額

内

十 億 千 百 十 万 千 百 十 円

特 別 徴
収 税 額

町 民 税

県 民 税

1 4 0 0 0 0 0 0

7 5 0 0 0

5 0 0 0 0

内 町○○丁目○
－○○○○

 地方税法第50条の５及び第328条の５第２項の規定により上記のとおり
分離課税に係る所得割の納入について申告します。

株式会社 ○○○○

〒

法人番号

個人番号
又 は

又は所在地
住所（居所）

又 は 名 称
氏 名

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

納入申告書

（あて先）

人 員 1 人月分年 6

7

※個人事業主の場合は、表面のみ記載した
　ものを金融機関に提出してください。
別途、予備の納入書裏面の「納入申告書」
に記載の上（表面は記載不要）、郵送等に
より内灘町税務課へ提出してください。

町 長

5令和   年  月  日 提出

令和

7

7

者
務
義
収
徴
別
特

例）納入すべき金額が、税額変更又は退職所得分の納入等により「納入金額（1）」と異なるときは、黒ボールペン又は黒ペンで「納入金額（1）」の金額を　
　 横線で消し、「納入金額（2）」の該当する欄に納入すべき金額を記入してください。この場合、「合計額」欄も必ず記入してください。



３ 予備の納入書を使用される場合

〈記 入 例〉

（７）

  記入していただく箇所は次のとおりです。
「納入金額（２）」の欄……… 給与分、退職所得分等の納入すべき金額を該当する欄に記入し「合計額」

場合はその翌日、また土曜日の場合は翌々日）が納期限です。

ださい。

「納入金額（１）」の欄は 印で消してありますので、納入金額を記入しないでください。*

欄も記入してください。納入金額の頭に￥記号は記入しないでください。
  １）

  ２）

  ３ の日休るす定規に等法民が日のそ（ 日０１月翌の）月給支等与給（ 月収徴 …………………欄の」限期納「）

「令和 年 月分」の欄……… 徴収年月です。１～９月分については、０１～０９と２桁で記入してく

例）各月分の納入書が汚損等で使用できなくなった場合、又は「納入金額（２）」の欄に記入するときに書き損じた
  場合等は、予備の納入書を使用してください。

領 収 証 書
市区町村コード

納入金額 （１） 円

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

指 定 番 号年 分月

 納入すべき金額が右の納入金額
 の欄の金額と異なるときは、納（１）
入金額 の欄を横線で抹消し、納（１）
入金額 の欄に記入してください。（２）

取 り ま と め 局

口 座 番 号 加 入 者 名

（ ）

納

石川県

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

， ，

， ，

， ，

， ，

又は

〒

名 称

（特別徴収義務者）
住 所
又は
所在地
氏 名

上記のとおり通知します。上記のとおり領収しました。 上記のとおり納入します。（納入者保管）

１ ７ ３ ６ ５ ７

様

金沢貯金事務センター
（〒９２０－８７９４）

※￥記号は記入しないでください。

様

市区町村コード

納入金額 （１）
円

又は
所在地

又は

〒

指 定 番 号

住 所

氏 名

名 称

（特別徴収義務者）

 納入すべき金額が右の
納入金額 の欄の金額と（１）
異なるときは、納入金額
 の欄を横線で抹消し、（１）
納入金額 の欄に記入し（２）
てください。

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

石川県
口 座 番 号 加 入 者 名

（

個人町民税
個人県民税
森林環境税

個人町民税
個人県民税
森林環境税

個人町民税
個人県民税
森林環境税

， ，

， ，

， ，

， ，）

１ ７ ３ ６ ５ ７

年 月分

市区町村コード

納入金額 （１）
円

又は
所在地

又は

〒

指 定 番 号

住 所

氏 名

名 称

（特別徴収義務者）

 納入すべき金額が右の
納入金額 の欄の金額と（１）
異なるときは、納入金額
 の欄を横線で抹消し、（１）
納入金額 の欄に記入し（２）
てください。

納期限

延滞金

合計額

退 職
所得分

給与分
一括徴収
分を含む。

億 千 百 十 万 千 百 十 円

， ，

石川県
口 座 番 号 加 入 者 名

（

， ，

， ，

， ，

， ，）

１ ７ ３ ６ ５ ７

年 月分

◯公 納 入 書 ◯公 納入済通知書◯公

（内 町保管）

内 町

内 町会計管理者

内 町 内 町

株式会社 株式会社○○○○
町○○丁目○

株式会社○○○○
町○○丁目○

○○○○
町○○丁目○
－○○○○ －○○○○ －○○○○

（金融機関保管）

令和

令和  年  月  日

令和

令和  年  月  日

令和

令和  年  月  日

74 8 0 0

74 8 0 0

74 8 0 0

74 8 0 0

74 8 0 0

74 8 0 0

0

11

* * * * * * * * * * * * * * * * * *

7

8 8

7

2 2

0

7 77

7 7 18 27

7

は
合
場
い
な
の
正
訂
の
額
金

 
（２）

印
付
日
収
領

印
付
日
収
領

額

金

入

納

 
（２）

印
付
日
収
領

額

金

入

納

 
（２）

額

金

入

納

 
（２）

内 町内 町 内 町

内 内 内

内 町会計管理者 内 町会計管理者００７４０－５－９６００８２ ００７４０－５－９６００８２ ００７４０－５－９６００８２



　特別徴収税額の納入にゆうちょ銀行

（郵便局）を利用される場合は、当町の金

融機関として指定しなければなりませんの

で、右の「指定通知書」に利用されるゆう

ちょ銀行（郵便局）名を記入のうえ最初に

納入される際、そのゆうちょ銀行（郵便局）

に提出してください。

郵便局長様

指 定 通 知 書

１．
２．

４．

許 可 番 号
口 座 番 号
加入者の名称
取りまとめ局

金 沢 貯 業 第２０４号
００７４０－５－９６００８２

内 町 長

内 町 会 計 管 理 者
金沢貯金事務センター

（郵便番号 ９２０－８７９４）

 貴店（局）を地方税法第３２１条の５第４項の規定に基づいて、当町

定しましたから通知します。
の町民税・県民税・森林環境税特別徴収税額の取扱店（局）に指

（８）

３．

年   月   日令和   

㈱ゆうちょ銀行　支店長様

キ
リ
ト
リ
線

ゆうちょ銀行（郵便局）の指定について



（９）

「給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書」の提出について

「特別徴収切替届出（依頼）書」の提出について

◎ 特別徴収に係る給与所得者異動届について
給与所得者が、退職、転勤、その他の事由により給与の支払いを受けないこととなった場合は、異動のあった日の翌月の10日

までに「給与支払報告・特別徴収に係る給与所得者異動届出書」に記入し、提出してください。

　　　　特別徴収継続 ……… 新しい勤務先で引き続き特別徴収すること
一 括 徴 収 ……… 最後に支払われる給与・退職手当等から、未徴収税額の全額をまとめて徴収すること

なお、 後に退職された場合は一括徴収することが義務付けられています。
普 通 徴 収 ……… 給与所得者が、自ら未徴収税額を納付すること

なお、特別徴収継続の場合は、事前に新しい勤務先の担当者へ月割額及び徴収開始月を連絡のうえ、A欄右側にも記入を
お願いいたします。

◎給与支払報告に係る給与所得者異動届について

日までに届出書を提出してください。

る場合は特別徴収継続）のため、速やかに届出書を提出してください。

　就職等の事由により給与を支払うこととなった者について、町民税・県民税の納付方法を特別徴収に切り替える場合は、異動の
あった日の翌月の10日までに「特別徴収切替届出（依頼）書」に記入し、提出してください。
なお前年中に他の給与支払者から給与の支払いを受けていた者について、令和 日現在に給与を支払っている場合、
特別徴収の対象となりますので速やかに届出書を提出してください。

8 7 7
8

8

7



異動事由 給与支払の状況
特別徴収を継続
する旨の申し出
の有無

徴収する旨の申し出
の有無

異動後の未徴収
税額の徴収方法異 動 時 期

未徴収税額を一括 届 出 書 の
記 載 例

ていつにい扱り取の務事収徴別特の税民県・ 森林環境税・税民町度年７和令るよに動異の）者務義税納（ 者得所与給

（注） 令和８年５月３１日までに支払われる給与、退職手当等で未徴収税額の全額を徴収できない場合は、普通徴収となります。

育児休業

復 職
就 職

そ の 他

休 職

退 職

転 勤 継続して給与の
支払いを受ける

次の勤務先が
決まっている

給与の支払いを
受けなくなる

給与の支払いを
受け始める

有

特別徴収の
開始を希望

普通徴収の
継続を希望

有

無

特別徴収継続

特別徴収開始

普通徴収継続

普 通 徴 収

一 括 徴 収

不要

〈１〉

〈２〉

〈３〉

〈４〉

（１０）

（注）

死 亡

令和８年１月１日以後

令和７年１２月３１日まで



給 与 支払報告
特 別 徴 収

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

に係る給与所得者異動届出書

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

C　普通徴収の場合 （給与所得者が自ら未徴収税額を納付する場合は次の欄に記載してください）

一 括 徴 収 の 理 由

一 括 徴 収
できない理由

※１月１日以後に退職された場合は、一括徴収することが義務づけられています。

令和　　　　年度 令和　　　　年度

退 職
転 勤
休 職 ・ 長 欠
死 亡
支払少額･不定期
合 併 ･ 解 散
そ の 他

氏 名

住 所
異動後の

１月１日
現 在 の
住 所

所 在 地 〒

（ 住 所 ）
フリガナ
名 称
（ 氏 名 ）
法人番号
（個人番号）

特別徴収義務者
指定番号

係連
絡
先
担当者
電 話

フリガナ

－　　　　 －
フリガナ

個人番号

（ア）
特別徴収税額
（年税額） （ア）－（イ）

未徴収税額
（ウ）（イ）

徴収済額 異動の事由

事由・理由

円

円 円

　　月分まで
　　月分から

　　月分まで
　　月分から

異 動
年 月 日

・　・

　→Ａ欄記載

　→Ｂ欄記載

　→Ｃ欄記載

異動後の未徴収
税額の徴収方法

所 在 地
（住 所）

フリガナ
名 称
（氏 名）

特別徴収義務者指定番号 新規

電 話
担当者

受給者番号
フリガナ

－－

－ －

A　特別徴収継続の場合 （新しい勤務先で引き続き特別徴収する場合は次の欄に記載してください）

B　一括徴収の場合 （最後に支払われる給与・退職手当等から、未徴収税額の全額をまとめて徴収する場合は次の欄に記載してください）

令和　　年　　月　　日提出

納入書の送付（新規のみ） 要 ・ 不要法人番号

異動が令和８年１月１日から 月30日までの間で未徴収税額［上記（ウ）と
同額］を超える給与又は退職手当等の支払いがないため
死亡による退職のため
その他（理由 ）

者
払
支
与
給

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

先
絡
連

先
務
勤
い
し
新

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

欄
理
処
課
務
税

者

得

所

与

給

徴 収 予 定 額
［上記（ウ）と 同 額］

〒 新しい勤務先へは

円を月割額

から徴収するよう連絡済です。
月分（　　　月　　　日納期分）

徴収予定月日

月 日

円
一括徴収した税額は

で納入します。

月分（　　　月　　　日納期分）

電話

４

３

２

７

６

５

１

表紙

内灘町

８

９P

下紙

９

１０

１１

Ｊ

０４
０１

－６
７４
０
 
Ｊ

給 与 支払報告
特 別 徴 収

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

に係る給与所得者異動届出書

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

C　普通徴収の場合 （給与所得者が自ら未徴収税額を納付する場合は次の欄に記載してください）

一 括 徴 収 の 理 由

一 括 徴 収
できない理由

※１月１日以後に退職された場合は、一括徴収することが義務づけられています。

令和　　　　年度 令和　　　　年度

退 職
転 勤
休 職 ・ 長 欠
死 亡
支払少額･不定期
合 併 ･ 解 散
そ の 他

氏 名

住 所
異動後の

１月１日
現 在 の
住 所

所 在 地 〒

（ 住 所 ）
フリガナ
名 称
（ 氏 名 ）
法人番号
（個人番号）

特別徴収義務者
指定番号

係連
絡
先
担当者
電 話

フリガナ

－　　　　 －
フリガナ

個人番号

（ア）
特別徴収税額
（年税額） （ア）－（イ）

未徴収税額
（ウ）（イ）

徴収済額 異動の事由

事由・理由

円

円 円

　　月分まで
　　月分から

　　月分まで
　　月分から

異 動
年 月 日

・　・

　→Ａ欄記載

　→Ｂ欄記載

　→Ｃ欄記載

異動後の未徴収
税額の徴収方法

所 在 地
（住 所）

フリガナ
名 称
（氏 名）

特別徴収義務者指定番号 新規

電 話
担当者

受給者番号
フリガナ

－－

－ －

A　特別徴収継続の場合 （新しい勤務先で引き続き特別徴収する場合は次の欄に記載してください）

B　一括徴収の場合 （最後に支払われる給与・退職手当等から、未徴収税額の全額をまとめて徴収する場合は次の欄に記載してください）

令和　　年　　月　　日提出

納入書の送付（新規のみ） 要 ・ 不要法人番号

異動が令和８年１月１
異動が令和７年６月１日から12月31日までの間で本人から申し出がないため

日から 月30日までの間で未徴収税額［上記（ウ）と
同額］を超える給与又は退職手当等の支払いがないため
死亡による退職のため
その他（理由 ）

者
払
支
与
給

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

先
絡
連

先
務
勤
い
し
新

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

欄
理
処
課
務
税

者

得

所

与

給

徴 収 予 定 額
［上記（ウ）と 同 額］

〒 新しい勤務先へは

円を月割額

から徴収するよう連絡済です。
月分（　　　月　　　日納期分）

徴収予定月日

月 日

円
一括徴収した税額は

で納入します。

月分（　　　月　　　日納期分）

電話

記載例 〈１〉  《特別徴収を継続する場合》

記載例 〈２〉  《未徴収税額を一括して徴収する場合》

＊新しい勤務先へは次回からの月割額（月分）を連絡してください。

（１１）

石川県××市○○町
１丁目234番地５

○○企画 株式会社

９８７６５４３２１
０００４
企画 花子

××× ○○○ □□□□

８０，０００１０ ２５

マルマルキカク （カ

10 11　10

キカク ハナコ

１０，０００
１０ １１ １０

石川県××市□□町１丁目23番地

＊令和 年１月１日以後に退職された場合は、本人の申出がなくても、必ず未徴収税額を一括徴収し
てください。

６
９

４０，０００ ８０，０００

１０

石川県○○市△△町１丁目２番地３

株式会社 ○○開発
０１２３４５６７８９０１２

１２３４５６７８９

○○○ △△△ ××××
ウチナダ マチコ

１１２２３３４４５５６６

０９８７６５４３２１０９８

○○○１丁目１番地１ ９ ３０

開発 一郎
カイハツ イチロウ

１２０，０００

カ） マルマルカイハツ 経理課

６７

７

000-0000

６
９

４０，０００ ８０，０００

１０

石川県○○市△△町１丁目２番地３

株式会社 ○○開発
０１２３４５６７８９０１２

１２３４５６７８９

○○○ △△△ ××××
ウチナダ マチコ

１１２２３３４４５５６６
○○○１丁目１番地１ ９ ３０

開発 一郎
カイハツ イチロウ

１２０，０００

カ） マルマルカイハツ 経理課

６　７

７

000-0000

石川県××市□□町１丁目23番地

000-0000

076 ○○○ ××××

076 ○○○ ××××

10
５

10
５

8

異動が令和７年６月１日から12月31日までの間で本人から申し出がないため

異動が令和７年12月31日までで、本人の申し出があったため
異動が令和８年１月１日以降で、特別徴収の継続の申し出がないため

異動が令和７年12月31日までで、本人の申し出があったため
異動が令和８年１月１日以降で、特別徴収の継続の申し出がないため



給 与 支払報告
特 別 徴 収

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

に係る給与所得者異動届出書

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

C　普通徴収の場合 （給与所得者が自ら未徴収税額を納付する場合は次の欄に記載してください）

一 括 徴 収 の 理 由

一 括 徴 収
できない理由

※１月１日以後に退職された場合は、一括徴収することが義務づけられています。

令和　　　　年度 令和　　　　年度

退 職
転 勤
休 職 ・ 長 欠
死 亡
支払少額･不定期
合 併 ･ 解 散
そ の 他

氏 名

住 所
異動後の

１月１日
現 在 の
住 所

所 在 地 〒

（ 住 所 ）
フリガナ
名 称
（ 氏 名 ）
法人番号
（個人番号）

特別徴収義務者
指定番号

係連
絡
先
担当者
電 話

フリガナ

－　　　　 －
フリガナ

個人番号

（ア）
特別徴収税額
（年税額） （ア）－（イ）

未徴収税額
（ウ）（イ）

徴収済額 異動の事由

事由・理由

円

円 円

　　月分まで
　　月分から

　　月分まで
　　月分から

異 動
年 月 日

・　・

　→Ａ欄記載

　→Ｂ欄記載

　→Ｃ欄記載

異動後の未徴収
税額の徴収方法

所 在 地
（住 所）

フリガナ
名 称
（氏 名）

特別徴収義務者指定番号 新規

電 話
担当者

受給者番号
フリガナ

－－

－ －

A　特別徴収継続の場合 （新しい勤務先で引き続き特別徴収する場合は次の欄に記載してください）

B　一括徴収の場合 （最後に支払われる給与・退職手当等から、未徴収税額の全額をまとめて徴収する場合は次の欄に記載してください）

令和　　年　　月　　日提出

納入書の送付（新規のみ） 要 ・ 不要法人番号

者
払
支
与
給

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

先
絡
連

先
務
勤
い
し
新

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

欄
理
処
課
務
税

者

得

所

与

給

徴 収 予 定 額
［上記（ウ）と 同 額］

〒 新しい勤務先へは

円を月割額

から徴収するよう連絡済です。
月分（　　　月　　　日納期分）

徴収予定月日

月 日

円
一括徴収した税額は

で納入します。

月分（　　　月　　　日納期分）

電話

０４
０１

－６
７４
０
 
Ｊ

一括徴収

通 知
リスト
台 帳
入 力

特→特
特→普

一括徴収

通 知
リスト
台 帳
入 力

特→特
特→普

（□同上）

済月・期
始月・期

済月・期
始月・期

普→特 普→特

所 在 地
（ 住 所 ）
フリガナ

名 称
（ 氏 名 ）

特別徴収義務者
指 定 番 号

係

担当者

電 話

フリガナ

－      －法人番号

特別徴収切替届出（依頼）書

下記の者を特別徴収としますので報告します。

氏 名

１月１日
現 在 の
住 所

フリガナ

生年月日

現 住 所

電話    －    －    

納入書の送付

届 出 理 由

異動年月日

備 考

□ 入社のため
□ その他（                         ）

要 ・ 不要

※普通徴収の納期が過ぎたものは、特別徴収への切り替えはできません。
※税額通知書に受給者番号の記載を希望する場合は、備考欄に受給者番号を記入してください。

     年     月     日

  年  月  日

     年度      年度

     年     月     日

令和

令和

令和令和

連 絡連 絡

（新規のみ）

欄
理
処
課
務
税

者

得

所

与

給

先

絡

連

者
払
支
与
給

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

〒

（１２）

記載例 〈３〉  《特別徴収から普通徴収に切り替える場合》

記載例 〈４〉  《特別徴収を開始する場合》

町子

１０

石川県○○市△△町１丁目２番地３

株式会社 ○○開発

０１２３４５６７８９０１２

１２３４５６７８９

○○○ △△△ ××××

開発 一郎
カイハツ イチロウ

ウチナダ マチコ

３ １

○○○１丁目１番地１
０７６ ○○○ ××××

１１０

受給者番号：０００３

カ） マルマルカイハツ
経理課

６

６
９

10
５

４０，０００ ８０，０００

１０

石川県○○市△△町１丁目２番地３

株式会社 ○○開発
０１２３４５６７８９０１２

１２３４５６７８９

○○○ △△△ ××××
ウチナダ マチコ

１１２２３３４４５５６６
○○○１丁目１番地１

076 ○○○ ××××
９ ３０

開発 一郎
カイハツ イチロウ

１２０，０００

カ） マルマルカイハツ 経理課

６

令和

７

７

育児休業

７

平成８

７

000-0000

000-0000

納税通知書
整 理 番 号

収
徴
別
特 当社において、
令和　　　年　　　月分より特別徴収を希望します。　

）分限期納日月（

収
徴
通
普 年　税　額 円

納付済額 円

納付済期 1・2・3・4・随 期分まで納付済

口座振替該当有無 有　　・　　無

１１１２２２３３３
7 10
11 10

120,000
60,000

異動が令和８年１月１
異動が令和７年６月１日から12月31日までの間で本人から申し出がないため

日から 月30日までの間で未徴収税額［上記（ウ）と
同額］を超える給与又は退職手当等の支払いがないため
死亡による退職のため
その他（理由 ）

異動が令和７年12月31日までで、本人の申し出があったため
異動が令和８年１月１日以降で、特別徴収の継続の申し出がないため



給 与 支払報告
特 別 徴 収

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

に係る給与所得者異動届出書

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

特→普
特→特
普→特
一括徴収

連 絡

済月・期
始月・期
入 力
台 帳
リスト
通 知

C　普通徴収の場合 （給与所得者が自ら未徴収税額を納付する場合は次の欄に記載してください）

一 括 徴 収 の 理 由

一 括 徴 収
できない理由

※１月１日以後に退職された場合は、一括徴収することが義務づけられています。

令和　　　　年度 令和　　　　年度

退 職
転 勤
休 職 ・ 長 欠
死 亡
支払少額･不定期
合 併 ･ 解 散
そ の 他

氏 名

住 所
異動後の

１月１日
現 在 の
住 所

所 在 地 〒

（ 住 所 ）
フリガナ
名 称
（ 氏 名 ）
法人番号
（個人番号）

特別徴収義務者
指定番号

係連
絡
先
担当者
電 話

フリガナ

－　　　　 －
フリガナ

個人番号

（ア）
特別徴収税額
（年税額） （ア）－（イ）

未徴収税額
（ウ）（イ）

徴収済額 異動の事由

事由・理由

円

円 円

　　月分まで
　　月分から

　　月分まで
　　月分から

異 動
年 月 日

・　・

　→Ａ欄記載

　→Ｂ欄記載

　→Ｃ欄記載

異動後の未徴収
税額の徴収方法

所 在 地
（住 所）

フリガナ
名 称
（氏 名）

特別徴収義務者指定番号 新規

電 話
担当者

受給者番号
フリガナ

－　　　　　－

－ －

A　特別徴収継続の場合 （新しい勤務先で引き続き特別徴収する場合は次の欄に記載してください）

B　一括徴収の場合 （最後に支払われる給与・退職手当等から、未徴収税額の全額をまとめて徴収する場合は次の欄に記載してください）

令和　　年　　月　　日提出

納入書の送付（新規のみ） 要 ・ 不要法人番号

者
払
支
与
給

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

先
絡
連

先
務
勤
い
し
新

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

欄
理
処
課
務
税

者

得

所

与

給

徴 収 予 定 額
［上記（ウ）と 同 額］

〒 新しい勤務先へは

円を月割額

から徴収するよう連絡済です。
月分（　　　月　　　日納期分）

徴収予定月日

月 日

円
一括徴収した税額は

で納入します。

月分（　　　月　　　日納期分）

電話

異動が令和８年１月１
異動が令和７年６月１日から12月31日までの間で本人から申し出がないため

日から 月30日までの間で未徴収税額［上記（ウ）と
同額］を超える給与又は退職手当等の支払いがないため
死亡による退職のため
その他（理由 ）

異動が令和７年12月31日までで、本人の申し出があったため
異動が令和８年１月１日以降で、特別徴収の継続の申し出がないため



内灘町長 あて

令和　　　　年　　　月　　　日

（
特
別
徴
収
義
務
者
）

給
与
支
払
者

所　在　地
（　住　所　）

〒 特 別 徴 収 義 務 者
指 定 番 号

フ リ ガ ナ

連
絡
先

係
名　　　称

（　氏　名　） 担
フ リ ガ ナ

当者

法 人 番 号 電話 　　　　　　　　　—　　　　—

給
　
与
　
所
　
得
　
者

フリガナ 納税通知書
整 理 番 号

氏　　名
特
別
徴
収

当社において、
令和　　　年　　　月分より特別徴収を希望します。　
　  （　　   月　　　日  納期限分）

生年月日 　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

1 月 1 日
現 在 の
住 　 所

内灘町

電話　　　　—　　　　—　　　　　
普
通
徴
収

年 税 額 円

納付済額 円

現 住 所

（□同上）

納付済期 1・2・3・4・随 期分まで納付済

口 座 振 替 該 当 有 無 有　　・　　無

異 動 年 月 日 令 和 　 　 　 　 年 　 　 　 　 月 　 　 　 　 日

届 出 理 由 □ 入社のため
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

納付書の送付
（新規のみ） 要 　 ・  不 要

備 　 　 　 考

特別徴収切替届出（依頼）書

下記の者を特別徴収としますので報告します。

※普通徴収の納期が過ぎたものは、特別徴収へ切り替えはできません。
※税額通知書に受給者番号の記載を希望する場合は、備考欄に受給者番号を記入してください。

この届出書は給与を支払うこととなった日の属する月の翌月10日までに内灘町税務課へ提出してください。

税
務
課
処
理
欄

令和　　　　年度 令和　　　　年度
特→普 済月・期 特→普 済月・期
特→特 始月・期 特→特 始月・期
普→特 入　力 普→特 入　力
一括徴収 台　帳 一括徴収 台　帳

リスト リスト
連　絡 通　知 連　絡 通　知



所 在 地 〒
（ 住 所 ）
フリガナ

名 称
（ 氏 名 ）

特別徴収義務者
指 定 番 号

係

担当者

電 話

フリガナ

－      －法人番号

〒 〒

変 更 後変 更 前

備 考

電 話

所 在 地

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

名 称

関 連 書 類
送 付 先

〒 〒

事 項

（１）変更年月日
（２）変更理由 （該当項目に□）

（３）変更理由が「合併による変更」の場合は、今後の指定番号の取り扱いについて、下記の該当項目を記入してください。
）                ：由理（ 他のそ □   更変るよに併合 □   転移の等所務事 □   更変名社 □

－－ －－

※ 誤読を避けるため、所在地及び名称には必ずフリガナを記入してください。
※ 関係書類送付先は、給与支払者の所在地以外の住所を指定する場合に記入してください。

□ 引き続き現在の指定番号を使用
□ 合併・吸収先の指定番号           を使用   
□ 新たに指定番号を取得   

「給与所得者異動届出書」の提出が必要
「給与所得者異動届出書」の提出が必要

特別徴収義務者の所在地・名称変更届出書

年  月  日

   年   月   日

令和

令和

者
払
支
与
給

）
者
務
義
収
徴
別
特
（

先

絡

連

容

内

更

変


